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Abstract 
With cameras and sensors Amazon Go realized a shop without register. Unattended stores such as 
Bingo Boxes are increasing in China. However, it will have little effect if staying at the register 
omission. A new system and services will be needed to show its power. It seems that the content of 
“new retail” is still going to be made from now. 
はじめに 
 
日本のマーケットは成長率が 2%以下であり、静かな成
長を見せていることになっている。とりわけ生産性の競争
になっている領域では中国と米国の貢献が顕著である。今
後の成長の源泉を探る作業では、中国と米国の動向を見ざ
るを得ない。 
本稿は「IoT による流通・マーケティングの変化」を目
的とした活動の一環で、これからの日本の流通業とマーケ
ティング機能とを展望しようとするものである。しかしな
がらどの機能をとっても政策や戦略の影響がかつてないほ
ど大きく、現時点で展望できることは多くはない。10年後
のスーパーは…?とか 10年後の CVSは?とか、普通に寄せ
られる疑問に対して具体的に回答できることは少ない。 
たとえば 10年前に RFidの予測を聞かれて、現状を回答
できることがあったであろうか。旺盛な技術開発とニーズ、
その中で何が採用され何が置いておかれるか、今日ほど困
難な環境はないであろう。現時点で何がなされていて何が
不足しているかを正確に見据え、5年後 10年後を展望する
作業を多少なりともやってみたい。 
IoTはM2M(Machine to Machine)そのものであり、イ
ンターネットを構成する要素が何百倍にもなることは明ら
かである。それをどのように活用していくのか、課題は大
きい。現時点で明確にその戦略を標榜しているのはソフト
バンクやトライアルカンパニーなど数少ないが、本稿では
よりグローバルな意味でアメリカと中国に着目していきた
い。そこに現れる各社の戦略こそ今後の展望とつながる可
能性があるからである。 
IoTの何を調査すべきか、何が今後重要となるのか、等々
調査すべき点には事欠かない。しかしながらたとえばある
デバイスが重要だとしてそのデバイスの普及率をどのよう
に推計すべきか、個別産業における推計以上の解が出せる
状態にはない。そこでそれらの解を尊重しながらも、各社
の責任者がこの数年で何を実現しようとしているのかとい
う点から見直してみたいと思う。その意味で本稿は報告・
資料であり、論文ではない。 
2018年末で見てみると、様々の技術開発がある。AR,VR,
ロボット、人工知能(AI)といった幅広い領域のものから、
物流や決済方法といったドメインが明確なものまで枚挙に
いとまがない。そこで、少し広く問題を考察するうえで適
切と思われる「無人店舗」に注力したい。どのような技術
が店舗での無人化に寄与するのか、流通を学んだものはそ
れが単なるレジ作業の無人化にすぎず、品出し・清掃から
発注・検品まで他に「無人化」できそうなところがたくさ
んあることに気づく。無人化が目的ではなく、人件費率を
おさえるひとつの方法にすぎないことに着目しながら。米
国と中国での事例を観察していこう。 
2.1 米国の無人店舗 
米国ではまず amazon社の「amazon go」が注目されて
いる。Amazon goは現在 10店舗が稼働中である。入店時
にアプリをダウンロードして設定、アプリの出す aztec コ
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ードを提示するだけである。あとは店内で普通に買い物し
てそのまま店舗から離れるとオンラインで領収書が届く。 
基本的には天井と棚板のカメラと重量センサーの稼働
で誰がどの商品をかごに入れたかを追跡している。9 月に
サンフランシスコ店ができるころには競争業者のテスト店
も始まっていて競争状況をうかがわせる。 
このようなテストは実はすでに試みられていて、ウォル
マートなら AI ロボットが商品のピッキングを店舗で行っ
たり、ロボットが商品在庫・配置・値札のチェックをセー
ラム店で行ったりしている。フードライオンもラフォレッ
ト店でロボットによる在庫管理や清掃を行っている。1) 
 米国で稼働中のシステム(2018.12) 
名称 店
舗
数 
amazon 
go 
 
10 
zippin 1 
inokyo 1 
standard    
cognition 
1 
Amazon社は既に店舗を開いたり既存の流通業を買収し
たりしており、amazon goについてもセンサの認識精度な
ど様々の角度から検証しながら展開を続けていくこととな
ろう。Standard cognitionについては米国での実験店スタ
ート(2018.9)が報告されている。2) 
このような店舗マネジメントの高度化は、レジだけでな
く以下のような様々の側面から研究開発がなされてきた。
3) 
1) リアルタイムシェルフ管理 
AI とカメラを駆使して戻した商品のデータ等を提供し効
果的な陳列やパッケージデザイン改善に役立てる 
2) ストアロボット,チャットロボット 
顧客への対応と在庫管理や陳列の自動化等に活用する 
3) AR・VRツール 
拡張現実により棚や通路変更のシミュレーションやユー
ザビリティーテストを行う 
4) インタラクティブ・ディスプレイ 
店舗内のディスプレイにクーポンやその日のお買い得情
報を提供して効果を見る 
5) デジタルラベル 
顧客がスキャンすると詳細な情報を提供する 
6) ビーコンとロケーショントラッキング 
顧客のスマホに特定の位置でイベント発生させる 
7)店舗管理 
決済処理や在庫管理等で業務を効率化 
 eコマースしか利用しない顧客はほとんどおらず、誰し
も小売業での体験はより快適にと願っている。その領域は
以上のような研究開発も通じて徐々に実現されつつあり、
amazon goのもたらした課題はそのほんの一部なのである。
米国のコンサルタントの評価も次のように同様であった。
4) 
「全店舗ではないが、大多数の小売店舗では Amazon Go
と同様のスムーズな清算方法がうまく機能するだろう。だ
からこそカメラ、センサー、アプリを活用し、レジを設置
しない商品の清算方法をまずは試してみる必要がある。買
い物客が欲しい商品を手に取り、そのまま店舗を出るとい
うのが、未来の小売店の姿である。」 
「おそらく、次に登場するのは AR（拡張現実）であり、
試着室で服を着る必要さえなくなる。店舗内に設置された
鏡に映すだけで、買い物客の体に、試着したように洋服を
重ねることが可能になり、試着する時間も短縮でき、より
スムーズなショッピング体験を実現するだろう。」 
「レジの行列での待ち時間は無くすべきだという点は
共通している。顧客は誰 1人として、行列に並ぶことを好
まない。Amazonの卓越したデータ活用は、常に真似する
価値がある」 
「Amazon Go は興味深い小売モデルであるが、それは
ニッチなモデルであるということだ。こうした、店舗滞在
時間が短く、店員を最小限に減らすというモデルは、コン
ビニでは機能するが、デパートには適さない。コンビニエ
ンスストアにとっては、予測可能な商品在庫や、定期的な
売上高、買い物客の迅速な回転が何よりも重要である」 
「レジがない決済方法への移行は、すぐには実現しない
だろう。小売業者は Amazon Goを、短期的な消費者トレ
ンドとしてではなく、長期的な業界の進化として捉える必
要がある。」 
このように、長期的なトレンドとしてはレジの省略化は
避けがたいもののように思われるが、問題はそのほかに何
を実験できるかであろう。そして、米国では常に無人店舗
問題としてはとらえられておらず、店舗にある程度人が必
要なことは常識となっているのである。 
2.2 中国の無人店舗 
世界でほぼ中国だけがインターネットから GAFA の技
術から逃れている。Amazon からは買えても AWS は独自
のアカウントでないと使えない。(アップル製品などハード
だけは使えるものが多い。) つまりソフトもクラウドも中
国独自の環境を維持しているのである。 
 そしてグーグルやフェイスブックの代わりにほぼ似た
ようなサービスが提供され、社会的なものを国家が管理し
ている形となっている。 
 2017年には中国で関連技術を使った「無人店舗」ブー
ムが起きた。これは現時点で投入可能な技術を活用して
様々のメリットを追求しようとしたものだが、二大潮流(ア
リババ系の「ニューリテール」と京東系の「スマートリテ
ール・ボーダーレスリテール」)の新業態との関連もあって
米 のシステム(2018.12) 
名称 店
舗
数 
特徴 
amazon 
go 
 
10 
天井と棚板にセンサー 
zippin 1 より少ないセンサー 在庫管理も 
inokyo 1 あえて退店時にスキャンさせている 
standard    
cognition 
1 天井のみ PALTACと合弁で日本でも 
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複雑な動きとなっている。2018末現在では以下のように捉
えられよう。 
・単独店を含めると「無人店舗」の標榜は 30社程度 
・中山市賓哥網絡科技による Bingo Box。2016.6スター
トで現在 30都市で 300店程度。15㎡程度の狭さで 500~ 
800sku(通常のコンビニの 1/6~1/4)。オフィス内店舗や
海外出店もある。コンテナ型の小規模店舗。 
・家電大手の蘇寧雲商による Biu!。5都市で実験店。顔
認証で入店し、商品情報は RFid。 
・京東集団による無人店舗。自社アプリを開いて入り口
の二次元バーコードを読み取ると同時に顔認証がなされる。
商品には RFidタグで、出口でタグと顔写真で決済。 
特に 7fresh と呼ぶ新業態では各地の不動産業と提携し
て 1000店舗の展開を目指している。こちらは 3km以内を
30分で配送することを標榜しているが無人ではない。  
・京東集団はより小型の無人コンビニも開発している。
顔認証と棚センサーで決済する。5) 
・云拿科技は 2017年設立で、12月には上海虹橋国際空
港に 10店目の云拿智慧商店を出した。同社は RFidを使わ
ず顧客はアリペイやウィーチャットペイの同社の自動決済
を立ち上げて入場するだけで、商品を持って退出すればそ
の時点で自動決済となる。同社は 2019年だけで 300店の
開店を予定しているとのこと。6) 
・アリババは新スーパーの盒馬鮮生を 69 店展開してい
て、来年以降急速に展開数を増すと思われる。この店舗は
3km 以内の顧客の買い物を 30分で自動配送する機能を持
っていて、店舗が徐々に倉庫に近づくともいわれている。
レジは無人が普通で、店舗内でスタッフがピッキングして
いる。OtoO(Online to Offline)から OMO(Online Merges 
Offline)への転換を明確にしたニューリテールの新型店で
ある。 
現在 1000 店を超える店舗が「無人店舗」を標榜してい
るものの、入り口での認証や決済で有人でも対応している
ものが大半であると思われる。顔認証の定着に伴い、多く
の店舗では入店時の微信支付等からの自社サイトへの登録
と今店舗に立っている人の画像とのリンクを行っている。
以降、その画像の人とその信用度とその実績とが付与され、
その情報と共に新たな商品購買情報が記録されていく。 
顔認証の精度に問題はあるものの、店舗内にいる人がだ
れかというレベルではほぼ問題はなくクリアできている。
図のように本人の知識や所有物といった可変のものでなく、
生体そのものは最も優れた認証である。精度も 1/100万程
度まで向上している。7) 
RFid への依存が現在は多いが、問題点が多いため徐々
に縮小していくものと思われる。RFid(Radio Frequency 
Identification)は電波を発信して内蔵された情報を読み取
るものなので、電波を遮るものをタグに接触させることで
認識率が低下、アルミ箔で商品を覆った場合は探知自体が
できなくなる。RFidの問題点を列挙しておこう。8) 
1) 水や金属に弱い 
2) コストがかかる 
Bingo Box では一枚当たり 0.5 元、京東の新店舗でも
0.1元は追加でかかっているようである。 
3) 会計時に商品を山積すると認証できないことがある。 
4) 店外に出る際の支払確認認識スピード 
会計後に店外に出る手前に全商品の会計を済ませたの
かを感知するセンサーがあるが、ここでもさきほどの山
積みや手の位置などで問題が生じる。 
5) 電子レンジ対応していない 
熱に弱いため、電子レンジにそのまま入れるのはまずい。 
 
 
主な無人店舗 
名称 店舗数認証･ID アイテム数 決済 その他
Bingo Box 300 顔認証･微信 500-800 Rfid 中山市賓哥
Biu! 5 顔認証･蘇寧金数百 Rfid 蘇寧雲商
云拿知恵商店 10 顔認証 数百 画像 云拿科技
well go  ? アプリ 300 RFid コンテナ型
簡24 2 顔認証 1800 Rfid･画像100平米
盒馬鮮生 69 ｱﾘﾍﾟｲ･ｱﾌﾟﾘ 数千 ｱﾘﾍﾟｲ･微アリババ
7fresh 2 微信 数千 微信支付京東集団
猩便利 10000 アプリ ? Rfid 有人
Take Go  ? 顔認証･ｱﾘﾍﾟｲ? Rfid 娃哈哈集団
百鮮Go  ? なし 数百 Rfid  
 
一部をまとめるとこの図のようになる。急成長したゴリ
ラコンビニ(猩便利)は棚レベルの管理であることが多く、
今回の考察からははずす。 
2016-2017 に RFid で決済する無人店舗が現れ、コンテ
ナ型で Bingo Boxのように多少の普及があった。コンテナ
への入り口で顔写真で認証する。ゴリラコンビニ(猩便利)
はこの手続きをとっておらず有人で対応することもある。 
2017-2018には各社が全国展開のためのプレゼンに注力
し何社かは資金集めに成功、今後 2-3年は着実な成長が見
込まれる。その中で明らかとなったことは流通の新業態と
の関係であり、ニューリテールに対応したスケールアップ
したスーパー(盒馬鮮生や7fresh)と結びつけ3km以内の顧
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客には 30 分で配送という無店舗型スーパーと区別のない
サービスを実現した大手二社が目立つ。(来年度以降、数百
店から数千店の立地が考えられている) 
それ以外のコンテナ型は一定の普及が、またより小さな
ものは自販機代わりに、定着していく可能性はある。コス
トを無視して出店競争してきたものがコスト競争力で問わ
れ始めているのである。いずれにせよ、2017年の無人店舗
ブームは 2018 には二大ネット勢力によるニューリテール
の展開という別の形になったのである。 
 
 
 
3.1 中国のニューリテールと関連サービス 
2017 は中国のインターネットにおいてモバイル決済で
は支付宝(アリペイ)と微信支付(ウィーチャットペイ)の二
社が他社に差をつけたことが明らかとなった。そして、
2018 にはそれを支えるアリババと京東が EC の中国市場
を当面担っていくことが明確になって来た。 
2016からの無人店舗の流れは 2017に大きなブームとな
ったが、結局その流れに対抗しようとする様々な動きの一
つであり、2018にはほとんどの店舗で無人化は解消されて
いる。 
アリペイは、小口支払いが銀行振り込みに適さずクレジ
ットカードも普及していないため阿里巴巴(Alibaba)が自
社のCtoCサイト淘宝(Taobao)での決済用に2004に導入し
たものである。1) これはその後キャッシング・ユーザー
間送金・公共料金支払い・財テク・信用評価など様々な金
融サービスでも活用され、現在では世界最大の規模となっ
てきている。2017年第二四半期のモバイルオンライン決済
は 23兆元であり、シェアは 53.7%。(微信支付のシェアは
テンセントグループと合計しても 39.1%) 
アリババは特に 2018になってからAI関係の企業の買収
や出資に力を入れている。これは今後の AI 関連産業の発
達へのコミットを明確にしており、単に成長しそうだから
という理由を超えた次世代の産業育成すら考えているよう
ではある。2) 現実の店舗では、接客業務を改革して無人
でも顧客の好みで提供できるようなレストラン等を展開し
ようとしている。9) 
2015 年に中国人民銀行は 8 社に個人信用サービスを始
めたが、アリババ系列の芝麻信用の点数が最も多く使われ
ている。身分特質、履行能力、信用履歴、人脈関係、行為
偏好の 5領域からなる 950点満点の信用度はかなり使われ
ていて、600点以上の信用良好ならシェアサイクル保証金、
電気自動車レンタル保証金、ホテル予約保証金、傘無料レ
ンタル等のメリットがある。10)  
 
 
 
微信(WeChat)は中国版のSNSであり、2011にスタート、
2015 には 11.2 億人が登録している。そのユーザーに対し
て 2013 からスマホ決済ができる機能として、微信支付が
リリースされタクシーや飲食店やスーパーでよく使われて
いる。中国の BtoC ではこの数年常に二位である。出資し
ているテンセントとの関係を強化し、2016以降各地の地方
政府と協力関係で各地のバスや地下鉄を利用できたり、ス
マートリテール構想の「7fresh」店を展開したり活発な状
態を維持している。その主体である京東集団はテンセント
との関係を維持しながらもウォルマートと提携したりグー
グルから出資を受けたりしている。11) 
中国の ECの勝者として、不動産(従業員への拡大や分析
の利用)や MLB 中継や各地の病院との提携(オンライン予
約、支払い、薬局等)や顔認証での無人店舗など、ニュース
にならない日はない。その中でも AI に関してはゲームと
医療とロボット実験室に特に注力しているようである。 
「モバイルインターネット、クラウド、ビックデータ、
IoT と近代製造業とを連携させ、EC や業界向けインター
ネット、インターネット金融などの健全な発展を促進する」
という「インターネット+」を中国国務院が 2015以降展開
し①決済 ②振込 ③貸付 ④保険購入 がネットで処理
される国になってきている。その担い手が阿里巴巴であり
京東集団であるともいえよう。 
両者とも国策とは距離を置いた存在であったが、結果的
に最も国策に近い形であらゆるネット資源を活用していく
ということを実現した。インターネットがネットだけでな
く社会全体とどのような関係を築いていけるかという課題
に対してこの両者は解を持っているのである。 
3.2 中国ニューリテールはどこへ行くのか? 
 アリババの会長は、「オンラインビジネスは今後 10 年
から 20 年でなくなり、オンラインとオフラインの融合の
ニューリテールが誕生する」と話している。アリババと共
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に EC業界をけん引する京東の JD.comは、「オンライン・
オフラインの境界すらも越え快適に消費できる世界をめざ
すボーダーレスリテール」を掲げる。 
ニューリテールは 2016に提唱されたが、2017には具体
的に以下の 3点が強調されている。①オフラインである個
人店舗のオンラインとの融合、②タオカフェに代表される
無人コンビニテクノロジーの拡大展開、③盒馬鲜生と呼ば
れるコンセプトでスーパーで食材を注文すれば調理まで自
動的に行って提供してくれるサービスである。ボーダーレ
スリテールの方も、オンラインとオフライン（実店舗）、そ
して物流機能までを融合させる京東のビジネスの総称であ
り、ユーザーに対して「いつでも・どこでも」オン・オフ
ライン関係なく快適に消費できる環境を提供するものであ
る。 
つまりこの間の進化を踏まえてモバイル決済を基軸に
顧客の望む方法で実現していくということであり、今行っ
ていることも成功すればその中に包接されていくこととな
ろう。地域差などをすべて包接した概念であることが強み
でもある。業態として現在の 7freshや盒馬鲜生にこだわら
ず、むしろスタートポイントという位置づけである。 
それが明確になるのは、アリババとスターバックスとの
提携(2018.7)であろう。 
 
2017.11 創業のコーヒー店 Luckin は当初から物流企業
と共同でたちまち 1000店を整備し、OMO(Online Merges 
Offline)をうたっている。平均 18分で配達し、単価もスタ
バよりも安い。一年たらずの間に新チャネルの可能性を示
したので業界首位のアリババはスタバの Online 提供と手
を組むことを決意したと思われる。12) ニューリテールに
ふさわしい動きにはすぐに反応するということであろう。 
スターバックス社は現在中国で 3300 店舗であるが、
luckinは 2018末で 2000店舗を予定しているのである。 
3.3 米国の新業態は 
 中国では以上のようにスマホ決済と個人認証とを独占
できるとそれを核に新流通システムが可能であること、し
かも配達をベースとした個人向けの業態も含まれているこ
と、が明らかとなった。 
 既に 100年近いマーケティングの歴史を持ち、さまざま
のマーケティングを経験してきた米国では中国のようにす
ぐに新業態とはいかない。Amazon goの控えめな出店姿勢
が典型であるが、「無人店舗」の省力化の持つ意味がそれほ
ど大きくないことが最大の問題であろう。 
 様々の店舗内ロボットの登場や AR・VRデバイスが目に
見えるような改善となることが明確になるか、店舗の運営
管理ノウハウやビーコントラッキングで新たな業態が可能
となるか、サービス中心のコト消費(既に都市部では対応し
た実験が始まっている)用の車用レジ対応など、何らかの新
たなトレンドが明らかにならないと新業態への転換は難し
いと思われる。 
 流通業が顧客満足を求めて出店した多くの流通施設が豊
富にあるアメリカでは、amazon goのような流通業はオフ
ィス関連の立地等に限られがちであり、もしかしたら巨大
SC 内に併設されるようになるかもしれない。現状ではそ
のような付随的な業態という位置であろう。 
終わりに 
 IoT にかかわる広範囲な研究を続けて本邦流通業の業態
予測につなげたい思いは変わらないものの、中国と米国の
動向をみると流通を支えるドメスティックな部分の大きさ
に思いがいたる。国際化が同化ではなく異種のものの混合
可能性を広げていくのであればそのような研究の必要性を
感じざるを得ない。さらに考察を深めたい。  
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この他、アリババの 2016までについては、 
李雪「中国におけるオンライン決済市場の拡大と支付宝(ア
リペイ)の普及」流通情報、2017.3が大変役に立った。 
また、「中国小売業入門」激流 2018.11も役に立った。 
